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議案番号 事  件  名 関係委員会 主管部課 頁

議案第８８号
那覇市固定資産評価審査委
員会の委員の選任について

総務委員会
総務部
人事課

1

議案第８９号
那覇市税条例の一部を改正
する条例制定について

総務委員会
企画財務部

納税課
3

議案第９０号
那覇市固定資産評価審査委
員会条例の一部を改正する
条例制定について

総務委員会
企画財務部

納税課
9

議案第９１号
那覇市公設市場条例の一部
を改正する条例制定につい
て

厚生経済委員会
経済観光部

なはまち振興課
11

議案第９２号

那覇市地域包括支援セン
ターの人員及び運営に関す
る基準を定める条例の一部
を改正する条例制定につい
て

教育福祉委員会
福祉部

ちゃーがんじゅう課
13

議案第９３号
那覇市緑ヶ丘公園集会所条
例の一部を改正する条例制
定について

教育福祉委員会
こどもみらい部
こども政策課

15

議案第９４号
那覇市こども医療費助成条
例の一部を改正する条例制
定について

教育福祉委員会
こどもみらい部
子育て応援課

21

議案第９５号
那覇市営住宅条例の一部を
改正する条例制定について

都市建設環境委員会
まちなみ共創部

市営住宅課
23

議案第９６号
令和３年度那覇市一般会計
補正予算（第５号）

予算決算委員会
（４分科会）

企画財務部
財政課

別冊

議案第９７号
令和３年度那覇市病院事業
債管理特別会計補正予算
（第１号）

予算決算委員会
（総務分科会）

企画財務部
財政課

別冊

議案第９８号
令和３年度那覇市介護保険
事業特別会計補正予算（第１
号）

予算決算委員会
（教育福祉分科会）

福祉部
ちゃーがんじゅう課

別冊

議案第９９号
令和３年度那覇市国民健康
保険事業特別会計補正予算
（第２号）

予算決算委員会
（厚生経済分科会）

健康部
国民健康保険課

別冊

議案第１００号
令和３年度那覇市後期高齢
者医療特別会計補正予算
（第１号）

予算決算委員会
（厚生経済分科会）

健康部
国民健康保険課

別冊

令和３年（2021年）９月那覇市議会定例会付議事件名



議案番号 事  件  名 関係委員会 主管部課 頁

令和３年（2021年）９月那覇市議会定例会付議事件名

議案第１０１号
令和３年度那覇市母子父子
寡婦福祉資金貸付事業特別
会計補正予算（第１号）

予算決算委員会
（教育福祉分科会）

こどもみらい部
子育て応援課

別冊

議案第１０２号
令和３年度那覇市市街地再
開発事業特別会計補正予算
（第１号）

予算決算委員会
（都市建設環境分科会）

まちなみ共創部
まちなみ整備課

別冊

議案第１０３号
令和２年度那覇市水道事業
会計利益の処分及び決算の
認定について

予算決算委員会
（都市建設環境分科会）

上下水道部
企画経営課

別冊

議案第１０４号
財産の取得について（災害
用備蓄品（食糧品））

総務委員会
総務部

防災危機管理課
29

議案第１０５号
財産の取得について（災害
用備蓄品（資機材））

総務委員会
総務部

防災危機管理課
31

議案第１０６号 財産の処分について 教育福祉委員会
こどもみらい部
こども政策課

33

議案第１０７号
あらたに生じた土地の確認に
ついて

都市建設環境委員会
まちなみ共創部

技術総務課
35

議案第１０８号 字の区域の変更について 都市建設環境委員会
まちなみ共創部

技術総務課
37

議案第１０９号
那覇市営住宅等の指定管理
者の指定について

都市建設環境委員会
まちなみ共創部

市営住宅課
39

議案第１１０号
工事請負契約について(若狭
市営住宅２号棟耐震改修工
事）

都市建設環境委員会
まちなみ共創
市営住宅課

41

議案第１１１号
工事請負契約について（天
妃小学校校舎及びプール改
築工事(建築)）

教育福祉委員会
生涯学習部

施設課
43

議案第１１２号
工事請負契約について（与
儀小学校校舎等改築工事
（建築））

教育福祉委員会
生涯学習部

施設課
45

議案第１１３号
工事請負契約について（識
名小学校校舎等改築工事
（建築））

教育福祉委員会
生涯学習部

施設課
47



議案番号 事  件  名 関係委員会 主管部課 頁

令和３年（2021年）９月那覇市議会定例会付議事件名

諮問第１号
人権擁護委員候補者の推薦
につき意見を求めることにつ
いて

厚生経済委員会
市民文化部

市民生活安全課
49

認定第１号
令和２年度那覇市下水道事
業会計決算

予算決算委員会
（都市建設環境分科会）

上下水道部
企画経営課

別冊

報告第３８号
専決処分の報告について
（那覇市個人情報保護条例
の一部を改正する条例制定）

総務委員会
総務部

法制契約課
51

報告第３９号
専決処分の報告について
（工事請負金額の変更）

厚生経済委員会
経済観光部

なはまち振興課
55

報告第４０号
専決処分の報告について(市
道銘苅35号歩道切り下げ部
接触事故)

都市建設環境委員会
都市みらい部
道路管理課

57

報告第４１号
専決処分の報告について
（市道与儀１号街路樹による
車両損傷事故）

都市建設環境委員会
都市みらい部
道路管理課

59

報告第４２号
専決処分の報告について
（工事請負金額の変更）

教育福祉委員会
生涯学習部

施設課
61

報告第４３号
令和２年度決算に基づく資金
不足比率の報告について

予算決算委員会
（都市建設環境分科会）

上下水道部
企画経営課

63





 

 

議案第８８号 

 

 

 

那覇市固定資産評価審査委員会の委員の選任について 

 

 

 

 次の者を那覇市固定資産評価審査委員会の委員に選任したいので、同意を求

める。 

 

 

 

  令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

 

緑間 優 

 

 

 

 

（提案理由） 

上記の者は那覇市固定資産評価審査委員会の委員として適任であると思料す

るので、この案を提出する。 
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議案第８９号 

 

 

 

那覇市税条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

 那覇市税条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

（提案理由） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」の施行に伴い、個人の市民税の非課税

の範囲に係る規定等を整備し、併せて字句の整理を行うため、この案を提出す

る。 
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   那覇市税条例の一部を改正する条例 

 

那覇市税条例(昭和47年那覇市条例第80号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

(個人の市民税の非課税の範囲) (個人の市民税の非課税の範囲) 

第24条 [略] 第24条 [略] 

2 法の施行地に住所を有する者で均等割

のみを課すべきもののうち、前年の合計

所得金額が32万円にその者の同一生計配

偶者及び扶養親族の数に1を加えた数を

乗じて得た金額に10万円を加算した金額

(その者が同一生計配偶者又は扶養親族

を有する場合には、当該金額に18万9,00

0円を加算した金額)以下である者に対し

ては、均等割を課さない。 

2 法の施行地に住所を有する者で均等割

のみを課すべきもののうち、前年の合計

所得金額が32万円にその者の同一生計配

偶者及び扶養親族(年齢16歳未満の者及

び控除対象扶養親族に限る。以下この項

において同じ。)の数に1を加えた数を乗

じて得た金額に10万円を加算した金額

(その者が同一生計配偶者又は扶養親族

を有する場合には、当該金額に18万9,00

0円を加算した金額)以下である者に対し

ては、均等割を課さない。 

(寄附金税額控除) (寄附金税額控除) 

第34条の7 所得割の納税義務者が、前年中

に法第314条の7第1項第1号及び第2号に

掲げる寄附金又は社会福祉法人那覇市社

会福祉協議会に対する寄附金(当該法人

の主たる目的である業務に関連するもの

に限る。)を支出した場合には、同項に規

定するところにより控除すべき額(当該

納税義務者が前年中に同条第2項に規定

する特例控除対象寄附金を支出した場合

にあっては、当該控除すべき金額に特例

控除額を加算した金額。以下この項にお

いて「控除額」という。)をその者の第3

4条の3及び前条の規定を適用した場合の

所得割の額から控除するものとする。こ

の場合において、当該控除額が当該所得

割の額を超えるときは、当該控除額は、

当該所得割の額に相当する金額とする。 

第34条の7 所得割の納税義務者が、前年中

に法第314条の7第1項第1号及び第2号に

掲げる寄附金又は社会福祉法人那覇市社

会福祉協議会に対する寄附金(出資に関

する業務に充てられることが明らかなも

のを除き、当該法人の主たる目的である

業務に関連するものに限る。)を支出した

場合には、同項に規定するところにより

控除すべき額(当該納税義務者が前年中

に同条第2項に規定する特例控除対象寄

附金を支出した場合にあっては、当該控

除すべき金額に特例控除額を加算した金

額。以下この項において「控除額」とい

う。)をその者の第34条の3及び前条の規

定を適用した場合の所得割の額から控除

するものとする。この場合において、当

該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は、当該控除額は、当該所得割の額に相

当する金額とする。 

2 [略] 2 [略] 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者 (個人の市民税に係る公的年金等受給者
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の扶養親族申告書) の扶養親族申告書) 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項

の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地

において同項に規定する公的年金等(所

得税法第203条の7の規定の適用を受ける

ものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であ

って、扶養親族(控除対象扶養親族を除

く。)を有する者(以下この条において「公

的年金等受給者」という。)で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際

に経由すべき所得税法第203条の6第1項

に規定する公的年金等の支払者(以下こ

の条において「公的年金等支払者」とい

う。)から毎年最初に公的年金等の支払を

受ける日の前日までに、施行規則で定め

るところにより、次に掲げる事項を記載

した申告書を、当該公的年金等支払者を

経由して、市長に提出しなければならな

い。 

第36条の3の3 所得税法第203条の6第1項

の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者又は法の施行地

において同項に規定する公的年金等(所

得税法第203条の7の規定の適用を受ける

ものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であ

って、扶養親族(年齢16歳未満の者に限

る。)を有する者(以下この条において「公

的年金等受給者」という。)で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際

に経由すべき所得税法第203条の6第1項

に規定する公的年金等の支払者(以下こ

の条において「公的年金等支払者」とい

う。)から毎年最初に公的年金等の支払を

受ける日の前日までに、施行規則で定め

るところにより、次に掲げる事項を記載

した申告書を、当該公的年金等支払者を

経由して、市長に提出しなければならな

い。 

(1)～(3) [略] (1)～(3) [略] 

2～5 [略] 2～5 [略] 

付 則 付 則 

(個人の市民税の所得割の非課税の範囲

等) 

(個人の市民税の所得割の非課税の範囲

等) 

第1条の5 当分の間、市民税の所得割を課

すべき者のうち、その者の前年の所得に

ついて第33条の規定により算定した総所

得金額、退職所得金額及び山林所得金額

の合計額が、35万円にその者の同一生計

配偶者及び扶養親族の数に1を加えた数

を乗じて得た金額に10万円を加算した金

額(その者が同一生計配偶者又は扶養親

族を有する場合には、当該金額に32万円

を加算した金額)以下である者に対して

は、第23条第1項の規定にかかわらず、市

民税の所得割(分離課税に係る所得割を

除く。)を課さない。 

第1条の5 当分の間、市民税の所得割を課

すべき者のうち、その者の前年の所得に

ついて第33条の規定により算定した総所

得金額、退職所得金額及び山林所得金額

の合計額が、35万円にその者の同一生計

配偶者及び扶養親族(年齢16歳未満の者

及び控除対象扶養親族に限る。以下この

項において同じ。)の数に1を加えた数を

乗じて得た金額に10万円を加算した金額

(その者が同一生計配偶者又は扶養親族

を有する場合には、当該金額に32万円を

加算した金額)以下である者に対しては、

第23条第1項の規定にかかわらず、市民税

の所得割(分離課税に係る所得割を除
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く。)を課さない。 

2～3 [略] 2～3 [略] 

(特定一般用医薬品等購入費を支払った

場合の医療費控除の特例) 

(特定一般用医薬品等購入費を支払った

場合の医療費控除の特例) 

第2条 平成30年度から令和4年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第4

条の4第3項の規定に該当する場合におけ

る第34条の2の規定による控除について

は、その者の選択により、同条中「同条

第1項」とあるのは「同条第1項(第2号を

除く。)」と、「まで」とあるのは「まで

並びに法附則第4条の4第3項の規定によ

り読み替えて適用される法第314条の2第

1項(第2号に係る部分に限る。)」として、

同条の規定を適用することができる。 

第2条 平成30年度から令和9年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、法附則第4

条の4第3項の規定に該当する場合におけ

る第34条の2の規定による控除について

は、その者の選択により、同条中「同条

第1項」とあるのは「同条第1項(第2号を

除く。)」と、「まで」とあるのは「まで

並びに法附則第4条の4第3項の規定によ

り読み替えて適用される法第314条の2第

1項(第2号に係る部分に限る。)」として、

同条の規定を適用することができる。 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定

める割合) 

第6条の2 [略] 第6条の2 [略] 

2～23 [略] 2～23 [略] 

 24 法附則第15条第46項に規定する市町村

の条例で定める割合は、3分の1とする。 

24～25 [略] 25～26 [略] 

備考 

1 改正後の欄中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)に対応する改正前の

欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)がない場合には、当該改正後部

分を加える。 

2 改正部分に対応する改正後部分がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改

める。 

3 条名等を「～」で結んでいる場合には、これらの条名等を順次示したものとする。 

 

   付 則 

 (施行期日) 

第1条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第34条の7第1項の改正規定、付則第2条及び第6条の2の改正規定並びに次条第1項の

規定 令和4年1月1日 

 (2) 第24条第2項及び第36条の3の3第1項の改正規定、付則第1条の5第1項の改正規定並

びに次条第2項の規定 令和6年1月1日 

(市民税に関する経過措置) 

第2条 改正後の第34条の7第1項の規定は、所得割の納税義務者が令和3年4月1日以後に支

出する同項に規定する寄附金について適用し、所得割の納税義務者が同日前に支出した

改正前の第34条の7第1項に規定する寄附金については、なお従前の例による。 
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2 前条第2号に掲げる規定による改正後の那覇市税条例の規定は、令和6年度以後の年度分

の個人の市民税について適用し、令和5年度分までの個人の市民税については、なお従前

の例による。 
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議案第９０号 

 

 

 

那覇市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

那覇市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を別紙のように制定

する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

（提案理由） 

 審査申出書等への押印等を廃止するため、この案を提出する。 
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   那覇市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

 

那覇市固定資産評価審査委員会条例(昭和47年那覇市条例第78号)の一部を次のように改

正する。 

 

改正前 改正後 

(審査の申出) (審査の申出) 

第4条 [略] 第4条 [略] 

2～3 [略] 2～3 [略] 

4 審査申出書には、審査申出人(審査申出

人が法人その他の社団又は財団であると

きは、代表者又は管理人、総代を互選し

たときは総代、代理人によって審査の申

出をするときは代理人)が押印しなけれ

ばならない。 

 

5～6 [略] 4～5 [略] 

(口頭審理) (口頭審理) 

第8条 [略] 第8条 [略] 

2～4 [略] 2～4 [略] 

5 前項の口述書には、次に掲げる事項を記

載し、提出者がこれに署名押印しなけれ

ばならない。 

5 前項の口述書には、次に掲げる事項を記

載しなければならない。 

(1)～(3) [略] (1)～(3) [略] 

6～8 [略] 6～8 [略] 

備考 

1 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄

中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)がない場合には、当該改正部分

を削る。 

2 改正部分に対応する改正後部分がある場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改

める。 

3 条名等を「～」で結んでいる場合には、これらの条名等を順次示したものとする。 

 

付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９１号 

 

 

 

那覇市公設市場条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

那覇市公設市場条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

（提案理由） 

 那覇市牧志公設市場を廃止するため、この案を提出する。 
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   那覇市公設市場条例の一部を改正する条例 

 

那覇市公設市場条例(1963年那覇市条例第13号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

別表第1(第2条関係) 別表第1(第2条関係) 

名称 位置 

那覇市牧志

公設市場 

那覇市牧志3丁目3番10号

(衣料部)、那覇市牧志3丁

目3番4号(雑貨部) 

那覇市宇栄

原公設市場 

[略] 

[略] 
 

名称 位置 

那覇市宇栄

原公設市場 

[略] 

[略] 
 

備考 表の改正規定において、改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」とい

う。)及び改正部分に係るけい線に対応する改正後の欄中下線が引かれた部分(以下「改

正後部分」という。)及び改正後部分に係るけい線がない場合には、当該改正部分及び

当該改正部分に係るけい線を削る。 

 

   付 則 

 この条例は、令和4年4月1日から施行する。 
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議案第９２号 

 

 

 

那覇市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定め 

る条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

 那覇市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

  令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

（提案理由） 

地域包括支援センターに置くべきこととされている保健師、社会福祉士及び

主任介護支援専門員について、これらに準ずる者の配置を可能とするため、この

案を提出する。 
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   那覇市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例 

 

那覇市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例(平成26年那覇

市条例第54号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

(職員に係る基準及び当該職員の員数) (職員に係る基準及び当該職員の員数) 

第4条 一つの地域包括支援センターが担

当する区域における第1号被保険者(法第

9条第1号の第1号被保険者をいう。)の数

がおおむね3,000人以上6,000人未満ごと

に置くべき専らその職務に従事する常勤

の職員の員数は、原則として次のとおり

とする。 

第4条 [略] 

(1) 保健師 1人 (1) 保健師その他これに準ずる者 1人 

(2) 社会福祉士 1人 (2) 社会福祉士その他これに準ずる者

 1人 

(3) 主任介護支援専門員(法第7条第5項

の介護支援専門員であって、介護保険

法施行規則第140条の68第1項第1号の

主任介護支援専門員研修を修了したも

の(当該研修を修了した日(以下この号

において「修了日」という。)から起算

して5年を経過した者にあっては、修了

日から起算して5年を経過するごとに、

当該経過する日までの間に、同項第2

号の主任介護支援専門員更新研修を修

了している者に限る。)をいう。) 1

人 

(3) 主任介護支援専門員(法第7条第5項

の介護支援専門員であって、介護保険

法施行規則第140条の68第1項第1号の

主任介護支援専門員研修を修了したも

の(当該研修を修了した日(以下この号

において「修了日」という。)から起算

して5年を経過した者にあっては、修了

日から起算して5年を経過するごとに、

当該経過する日までの間に、同項第2

号の主任介護支援専門員更新研修を修

了している者に限る。)をいう。)その

他これに準ずる者 1人 

備考 改正後の欄中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)に対応する改正

前の欄中下線が引かれた部分がない場合には、当該改正後部分を加える。 

 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

- 17 -



議案第９３号 

 

 

 

那覇市緑ヶ丘公園集会所条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

那覇市緑ヶ丘公園集会所条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和３年９月1日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

（提案理由） 

 指定管理者に那覇市緑ヶ丘公園集会所の管理を行わせるため、この案を提出

する。 
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   那覇市緑ヶ丘公園集会所条例の一部を改正する条例 

 

那覇市緑ヶ丘公園集会所条例(平成30年那覇市条例第5号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

(開所時間及び休所日) (開所時間及び休所日) 

第5条 [略] 第5条 [略] 

2 [略] 2 [略] 

3 前2項の規定にかかわらず、市長は、必

要があると認めるときは、開所時間を変

更し、又は臨時に集会所を開所し、若し

くは休所することができる。 

3 前2項の規定にかかわらず、第16条第1

項の規定により市長が指定するもの(以

下「指定管理者」という。)は、必要があ

ると認めるときは、市長の承認を得て開

所時間を変更し、又は臨時に集会所を開

所し、若しくは休所することができる。 

(利用の制限等) (利用の制限等) 

第6条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者に対しては、集会所の利用を拒み、

又は集会所からの退去を命ずることがで

きる。 

第6条 指定管理者は、次の各号のいずれか

に該当する者に対しては、集会所の利用

を拒み、又は集会所からの退去を命ずる

ことができる。 

(1)～(3) [略] (1)～(3) [略] 

(専用利用の許可) (専用利用の許可) 

第7条 第3条第1号の集会室を専用して利

用しようとするものは、市長の許可(以下

「専用利用許可」という。)を受けなけれ

ばならない。許可された事項を変更しよ

うとするときも、同様とする。 

第7条 第3条第1号の集会室を専用して利

用しようとするものは、指定管理者の許

可(以下「専用利用許可」という。)を受

けなければならない。許可された事項を

変更しようとするときも、同様とする。 

2 市長は、前項に規定する許可をする場合

においては、管理上必要な条件を付する

ことができる。 

2 指定管理者は、専用利用許可をする場合

においては、管理上必要な条件を付する

ことができる。 

3 [略] 3 [略] 

(使用料) (利用料金) 

第8条 専用利用許可を受けたものは、市長

に対し、その利用に係る料金(以下「使用

料」という。)を納付しなければならない。 

第8条 専用利用許可を受けたものは、指定

管理者に対し、その利用に係る料金(以下

「利用料金」という。)を支払わなければ

ならない。 

2 使用料は、別表により算定した額とす

る。 

2 利用料金は、別表に定める額の範囲内に

おいて、指定管理者が市長の承認を得て

定めるものとする。 

3 使用料は、市長が定める日までに納付し 3 利用料金は、指定管理者が定める日まで
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なければならない。 に支払わなければならない。 

4 既に納付した使用料は、還付しないもの

とする。ただし、規則で定める事由に該

当する場合は、その全部又は一部を還付

することができる。 

4 既に支払われた利用料金は、返還しない

ものとする。ただし、規則で定める事由

に該当する場合は、その全部又は一部を

返還することができる。 

 5 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

(使用料の減免) (利用料金の減免) 

第9条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する場合は、規則で定めるところにより

使用料の全部又は一部を免除することが

できる。 

第9条 指定管理者は、次の各号のいずれか

に該当する場合は、規則で定めるところ

により利用料金の全部又は一部を免除す

ることができる。 

(1)～(2) [略] (1)～(2) [略] 

(3) その他市長が特別の理由があると

認める場合 

(3) その他指定管理者が特別の理由が

あると認める場合 

(専用利用許可の制限) (専用利用許可の制限) 

第10条 市長は、次の各号のいずれかに該

当するときは、専用利用許可をしない。 

第10条 指定管理者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、専用利用許可をし

ない。 

(1)～(4) [略] (1)～(4) [略] 

(5) その他市長が不適当と認めるとき。 (5) その他指定管理者が不適当と認め

るとき。 

(専用利用許可の取消し等) (専用利用許可の取消し等) 

第11条 市長は、専用利用許可を受けたも

のが次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該専用利用許可を取り消し、若し

くは変更し、又はその利用を制限し、若

しくは停止することができる。 

第11条 指定管理者は、専用利用許可を受

けたものが次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該専用利用許可を取り消し、

若しくは変更し、又はその利用を制限し、

若しくは停止することができる。 

(1)～(4) [略] (1)～(4) [略] 

(施設の変更禁止) (施設の変更禁止) 

第12条 専用利用許可を受けたものは、集

会所の施設を利用する場合において、こ

れを模様替えし、又はこれに特別の設備

を付設してはならない。ただし、市長が

特別の理由があると認めるときは、この

限りでない。 

第12条 専用利用許可を受けたものは、集

会所の施設を利用する場合において、こ

れを模様替えし、又はこれに特別の設備

を付設してはならない。ただし、指定管

理者が特別の理由があると認めるとき

は、この限りでない。 

  (指定管理者の指定) 

 第16条 市長は、次に掲げる全ての要件を

満たし、集会所の管理を行わせるに最適

な社会福祉法人その他の団体を地方自治
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法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3

項に規定する指定管理者として指定する

ものとする。 

 (1) 市民の平等な利用が確保できるこ

と。 

 (2) 事業計画書の内容が集会所の効用

を最大限に発揮するとともに管理経費

の縮減が図られるものであること。 

 (3) 事業計画書の内容に沿った集会所

の管理を安定して行う能力を有するこ

と。 

 2 前項の規定による指定は、集会所の管理

を行おうとするものの市長に対する申請

により行う。 

 3 前項の申請は、規則で定める申請書に事

業計画書その他の規則で定める書類を添

付して行わなければならない。 

 4 市長は、第1項の規定による指定をした

ときは、その旨を告示する。 

  (指定管理者が行う管理の基準) 

 第17条 指定管理者は、この条例及びこれ

に基づく規則並びに那覇市公の施設に係

る指定管理者の指定の手続等に関する条

例(平成25年那覇市条例第4号)の規定に

従い、集会所の管理を行わなければなら

ない。 

  (秘密を守る義務) 

 第18条 指定管理者の役員及び職員は、業

務上知り得た秘密を他に漏らしてはなら

ない。その職を退いた後も、同様とする。 

  (指定管理者が行う業務の範囲) 

 第19条 指定管理者が行う業務の範囲は、

次に掲げるとおりとする。 

 (1) 第4条第1号に掲げる事業の実施に

関する業務 

 (2) 第4条第2号及び第3号に掲げる事業

の企画及び実施に関する業務 

 (3) 専用利用許可に関する業務 

 (4) 集会所の維持管理に関する業務 
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 (5) その他市長が必要と認める業務 

第16条 [略] 第20条 [略] 

備考 

1 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄

中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

2 改正後部分に対応する改正部分がない場合には、当該改正後部分を加える。 

 

付 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和4年4月1日から施行する。ただし、付則第3項の規定は、公布の日から

施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日前に改正前の那覇市緑ヶ丘公園集会所条例の規定によってした同

日以後の利用に係る処分、手続その他の行為は、改正後の同条例(以下「新条例」という。)

の相当規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

 (準備行為) 

3 新条例第16条に規定する指定管理者の指定に関する手続その他この条例の施行に必要

な準備行為は、この条例の施行前においても行うことができる。 
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議案第９４号 

 

 

 

那覇市こども医療費助成条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

那覇市こども医療費助成条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

（提案理由） 

 通院に係る医療費の助成及び現物給付方式による助成の範囲を中学校等卒業

相当のこどもにまで拡げるため、この案を提出する。 
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   那覇市こども医療費助成条例の一部を改正する条例 

 

那覇市こども医療費助成条例(平成5年那覇市条例第14号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

(助成の範囲) (助成の範囲) 

第4条 市長は、助成対象者のこどもに係る

医療費(こどもが6歳に達する日以後の最

初の3月31日を経過した者である場合に

ついては、入院に係る医療費に限る。)

につき、一部負担金に相当する額(高額療

養費又は付加給付等があるときは、その

額を控除した額)を助成する。 

第4条 市長は、助成対象者のこどもに係る

医療費につき、一部負担金に相当する額

(高額療養費又は付加給付等があるとき

は、その額を控除した額)を助成する。 

2 [略] 2 [略] 

(助成の方法) (助成の方法) 

第6条 市長は、規則で定める申請又は申出

に基づき、次に掲げる方法により医療費

の助成を行うものとする。 

第6条 [略] 

(1) [略] (1) [略] 

(2) 受給資格者のこどものうち6歳に達

する日以後の最初の3月31日までの間

にあるものが保険医療機関等において

受給資格者証及び被保険者証等を提示

して医療を受けた場合において、当該

受給資格者に代わり、当該保険医療機

関等に第4条第1項に規定する一部負担

金に相当する額を支払う方法 

(2) 受給資格者のこどもが保険医療機

関等において受給資格者証及び被保険

者証等を提示して医療を受けた場合に

おいて、当該受給資格者に代わり、当

該保険医療機関等に第4条第1項に規定

する一部負担金に相当する額を支払う

方法 

2 [略] 2 [略] 

備考 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後

の欄中下線が引かれた部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

 

   付 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和4年4月1日から施行する。 

 (経過措置) 

2 改正後の那覇市こども医療費助成条例の規定は、令和4年4月診療分以後の医療費の助成

について適用し、同月診療分前の医療費の助成については、なお従前の例による。 
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議案第９５号 

 

 

 

那覇市営住宅条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 

那覇市営住宅条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

（提案理由） 

 市営住宅の入居手続において連帯保証人を不要とすること及び既に廃止にな

った第３種住宅の規定を削除するため、この案を提出する。 
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   那覇市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

那覇市営住宅条例(平成9年那覇市条例第35号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

目次 目次 

第1章 [略](第1条～第3条) 第1章 [略](第1条―第3条) 

第2章 [略](第4条～第42条) 第2章 [略](第4条―第42条) 

第3章 改良住宅及び第3種住宅の管理

(第43条～第56条の4) 

第3章 改良住宅の管理(第43条―第56

条) 

第4章 [略](第57条～第63条) 第4章 [略](第57条―第63条) 

第5章 [略](第64条～第73条) 第5章 [略](第64条―第73条) 

第6章 [略](第74条～第74条の9) 第6章 [略](第74条―第74条の9) 

第7章 [略](第75条～第79条) 第7章 [略](第75条―第79条) 

付則 付則 

(用語の定義) (用語の定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

第2条 [略] 

(1)～(2) [略] (1)～(2) [略] 

(3) 第3種住宅 市営住宅のうち、公住

法及び改良法に基づかないで建設した

住宅及びその附帯施設をいう。 

 

(4) 共同施設 公住法第2条第9号に規

定する共同施設(第3種住宅にあって

は、これに準ずる施設)及び改良法第2

条第7項に規定する地区施設をいう。 

(3) 共同施設 公住法第2条第9号に規

定する共同施設及び改良法第2条第7項

に規定する地区施設をいう。 

(5)～(7) [略] (4)～(6) [略] 

(設置) (設置) 

第3条 本市に市営住宅を設置し、その名称

及び位置は、別表第1、別表第2及び別表

第3のとおりとする。 

第3条 本市に市営住宅を設置し、その名称

及び位置は、別表第1及び別表第2のとお

りとする。 

(入居の手続) (入居の手続) 

第11条 公営住宅の入居決定者は、決定の

あった日から10日以内に、次に掲げる手

続をしなければならない。 

第11条 [略] 

(1) 原則として入居決定者と同程度以

上の収入を有する者で、規則で定める

(1) 緊急連絡人(入居者の安否の確認そ

の他の協力を求めることができる者で
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連帯保証人1人の連署する請書その他

規則で定める書類を提出すること。 

あって規則で定めるものをいう。以下

同じ。)の氏名、連絡先等を記載した請

書その他規則で定める書類を提出する

こと。 

(2) [略] (2) [略] 

2 [略] 2 [略] 

3 市長は、特別の事情があると認められる

者に対しては、第1項第1号の請書に連帯

保証人の連署を必要としないこととする

ことができる。 

3 市長は、特別の事情があると認められる

者に対しては、第1項第1号の請書に緊急

連絡人の氏名、連絡先等の記載を必要と

しないこととすることができる。 

4 市長は、公営住宅の入居決定者が第1項

又は第2項に規定する期間内に第1項各号

の手続をしないときは、公営住宅の入居

の決定を取り消すことができる。 

4 市長は、公営住宅の入居決定者が第1項

に規定する期間内(第2項の規定の適用が

ある場合にあっては、同項に規定する市

長が別に指示する期間内)に第1項各号の

手続をしないときは、公営住宅の入居の

決定を取り消すことができる。 

5～6 [略] 5～6 [略] 

第3章 改良住宅及び第3種住宅の管

理 

第3章 改良住宅の管理 

(第3種住宅の入居者の資格)  

第50条 第3種住宅に入居することができ

る者は、第6条第1項第1号及び第3号から

第5号までの条件を具備し、かつ、収入の

額が9万円以下でなければならない。 

第50条から第56条まで 削除 

(準用)  

第51条 第4条、第5条、第8条第1項及び第2

項、第9条から第11条まで、第16条から第

20条まで、第21条第1項及び第2項、第22

条から第28条まで並びに第41条の規定

は、第3種住宅の管理について準用する。

この場合において、これらの規定(第5条

第3号及び第4号を除く。)中「公営住宅」

とあるのは「第3種住宅」と、第8条第1

項中「前2条」とあるのは「第50条」と、

第17条第1項中「第32条第1項又は第37条

第1項の規定による明渡しの請求があっ

たときは、明渡しの期限として指定した

日の前日又は明け渡した日のいずれか早

い日、第42条第1項」とあるのは「第42

条第1項(第7号及び第8号を除く。)」と読
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み替えるものとする。 

(第3種住宅の家賃)  

第52条 第3種住宅の家賃は、他の市営住宅

の家賃を勘案し、1万5,800円以下で規則

で定める。 

 

(第3種住宅の家賃の変更)  

第53条 第46条第1項の規定は、第3種住宅

の家賃の変更について準用する。この場

合において、同項中「前条」とあるのは

「第52条」と、「第44条」とあるのは「第

51条」と、「改良住宅」とあるのは「第3

種住宅」と読み替えるものとする。 

 

(第3種住宅の同居の承認)  

第54条 第12条の規定は、第3種住宅の同居

の承認について準用する。この場合にお

いて、同条中「公営住宅」とあるのは「第

3種住宅」と、「第10条」とあるのは「第

10条(第1項第1号を除く。)」と読み替え

るものとする。 

 

(第3種住宅の入居の承継)  

第55条 第13条の規定は、第3種住宅の入居

の承継について準用する。この場合にお

いて、同条中「公営住宅」とあるのは「第

3種住宅」と、「第11条」とあるのは「第

11条(第1項第2号を除く。)」と読み替え

るものとする。 

 

(第3種住宅の明渡請求)  

第56条 第42条第1項(第7号及び第8号を除

く。)及び第2項の規定は、第3種住宅の明

渡請求について準用する。この場合にお

いて、同条第1項中「公営住宅」とあるの

は「第3種住宅」と、「第12条、第13条」

とあるのは「第54条、第55条」と、同条

第2項中「公営住宅」とあるのは「第3種

住宅」と読み替えるものとする。 

 

(第3種住宅の廃止による他の市営住宅へ

の入居の際の入居資格及び家賃の特例) 

 

第56条の2 第3種住宅の用途の廃止により

当該第3種住宅の明渡しをしようとする
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入居者が、当該明渡しに伴い他の市営住

宅に入居の申込みをした場合において

は、その者は、第6条第1項各号に掲げる

条件を具備する者とみなす。 

第56条の3 市長は、第3種住宅の用途の廃

止による第3種住宅の除却に伴い当該第3

種住宅の入居者を他の市営住宅に入居さ

せる場合において、新たに入居する市営

住宅の家賃が従前の第3種住宅の最終の

家賃を超えることになり、当該入居者の

居住の安定を図るため必要があると認め

るときは、第14条第1項、第31条第1項、

第33条第1項、第45条、第46条及び第48

条の規定にかかわらず、政令第12条の規

定の例により当該入居者の家賃を減額す

る。 

 

(第3種住宅の廃止による移転料の支払

い) 

 

第56条の4 市長は、第3種住宅の廃止によ

り除却すべき第3種住宅の除却前の最終

の入居者が、当該第3種住宅の廃止に伴い

住居を移転した場合においては、規則で

定めるところにより、通常必要な移転料

を支払うものとする。 

 

別表第3(第3条関係) [略]  

備考 

1 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後の欄

中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

2 改正部分に対応する改正後部分がない場合には、当該改正部分を削る。 

3 条名等を「～」で結んでいる場合には、これらの条名等及びこれらの条名等の間にあ

る全ての条名等を順次示したものとする。 

4 改正前の欄中の表(以下「改正表」という。)の表示に対応する改正後の欄中の表の表

示がない場合には、当該改正表を削る。 

 

   付 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和4年2月1日から施行する。ただし、目次の改正規定、第2条及び第3条

の改正規定、第3章の章名の改正規定、第50条から第56条までの改正規定、第56条の2か

ら第56条の4までを削る改正規定並びに別表第3を削る改正規定並びに付則第3項の規定

は、公布の日から施行する。 
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(経過措置) 

2 改正後の第11条の規定は、令和4年4月1日以後に那覇市営住宅に入居しようとする者に

ついて適用し、同日前に那覇市営住宅に入居しようとする者については、なお従前の例

による。 

 (那覇市営住宅基金条例の一部改正) 

3 那覇市営住宅基金条例(平成21年那覇市条例第4号)の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(処分) (処分) 

第6条 基金は、次に掲げる費用に充てる場

合に限り、その全部又は一部を処分する

ことができる。 

第6条 [略] 

(1) 市営住宅等(第3種住宅を除く。)の

整備、修繕又は改良(以下「市営住宅の

整備等」という。)に要する費用 

(1) 市営住宅等の整備、修繕又は改良

(以下「市営住宅の整備等」という。)

に要する費用 

(2)～(3) [略] (2)～(3) [略] 

備考 本則の表備考2の規定は、この表による改正について準用する。 
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議案第１０４号 

 

 

 

財産の取得について（災害用備蓄品（食糧品）） 

 

 

 

次のとおり災害用備蓄品（食糧品）を購入する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１ 品名、規格及び数量  災害用備蓄品（別紙、契約書のとおり） 

 

２ 購入の目的 観光客向けの災害用備蓄品を整備する。 

 

３ 購入の方法 制限付一般競争入札 

 

 

（提案理由） 

観光客向けの災害用備蓄品（食糧品）を整備する目的で購入する財産につい

て、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の

規定に基づき、この案を提出する。 
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議案第１０５号 

 

 

 

財産の取得について（災害用備蓄品（資機材）） 

 

 

 

次のとおり災害用備蓄品（資機材）を購入する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１ 品名、規格及び数量  災害用備蓄品（別紙、契約書のとおり） 

 

２ 購入の目的 観光客向けの災害用備蓄品を整備する。 

 

３ 購入の方法 制限付一般競争入札 

 

 

（提案理由） 

観光客向けの災害用備蓄品（資機材）を整備する目的で購入する財産につい

て、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の

規定に基づき、この案を提出する。 
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議案第１０６号 

 

 

財産の処分について 

 

 

地方自治法第 96 条第１項第６号の規定により、財産の処分（無償譲渡）をす

るため議会の議決を得る。 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１ 件 名       宇栄原こども園舎の無償譲渡         

２ 所在地       那覇市字小禄 1066 番地 

３ 建物の構造・面積  鉄筋コンクリート造 937 ㎡     

４ 譲与の相手方    那覇市首里石嶺町３丁目 199 番地２ 

社会福祉法人 わかめ福祉会 

     理事長 饒平名 勝彦 

 

 

 

（提案理由） 

本市と、公私連携幼保連携型認定こども園である宇栄原こども園の運営を行

う社会福祉法人わかめ福祉会において締結した「公私連携幼保連携型認定こど

も園の設置及び運営に関する基本協定書」に基づき、当該園の安定的な運営の

ために、公私連携法人に当該園舎を無償譲渡するため、この案を提出する。 
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議案第１０７号 
 
 
 

あらたに生じた土地の確認について 

 

 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第９条の５第１項の規定により、本市

の区域内にあらたに生じた次の土地を確認する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１ 土地の所在  別図の土地 

  

２ 地   積  12,783．40 平方メートル 

   

 

 

（提案理由） 

那覇市字具志大嶺潟原の地先において、公有水面埋立等により、本市の区域

内にあらたに土地が生じたので、地方自治法第９条の５第１項の規定に基づき、

議会の議決を経て確認するため、この案を提出する。 
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平成 29 年 3 月 9 日総務省告示 面積総計   12,783.40 ㎡ 
【内訳】 
連絡道路  6,164.63 ㎡ 
南側進入灯 6,618.77 ㎡ 

字具志 

字宮城 

字大嶺 
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議案第１０８号 
 
 
 

字の区域の変更について 

 

 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条第１項の規定により、字の区

域を次のとおり変更する。 

別図に示すあらたに生じた土地を那覇市字具志大嶺潟原の区域に編入する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

   

（提案理由） 

那覇市字具志大嶺潟原の地先において、あらたに生じた土地の確認に伴い、

地方自治法第 260 条第１項の規定に基づき、字の区域の変更について、議会の

議決を経て定める必要があるので、この案を提案する。 
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平成 29 年 3 月 9 日総務省告示 面積総計   12,783.40 ㎡ 
【内訳】 
連絡道路  6,164.63 ㎡ 
南側進入灯 6,618.77 ㎡ 

字具志 

字宮城 

字大嶺 
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議案第１０９号 

 

 

那覇市営住宅等の指定管理者の指定について 

 

次のとおり指定管理者を指定する。 

 

令和３年９月１日提出 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１ 管理を行わせる公の施設 

  名 称  那覇市営住宅 20 団地 

  所在地  那覇市首里久場川町２丁目 96 番地 他 

 

２ 指定管理者となる団体 

  名 称 株式会社 レキオス 

  所在地 那覇市おもろまち４丁目 19 番 16 号 

  代表者 代表取締役 宜保文雄 

 

３ 指定期間   

令和４年４月１日から令和９年３月 31 日まで 

 

 

（提案理由） 

 那覇市営住宅等の管理を行わせる指定管理者の指定について、地方自治法第

244 条の２第６項の規定により、議会の議決を必要とするため、この案を提出す

る。 
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議案第１１０号 

 

 

工事請負契約について 

（若狭市営住宅２号棟耐震改修工事） 

 

 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１ 契約の目的  若狭市営住宅２号棟耐震改修工事 

 

２ 契約の方法  制限付一般競争入札 

 

３ 契 約 金 額  144,683,000 円 

 

４ 契約の相手方  

 那覇市古波蔵３丁目 17 番５号 

受注者  有限会社 仲村組 

     代表取締役 仲村渠 孝 

 

 

（提案理由） 

「若狭市営住宅２号棟耐震改修工事」を施工するため、この案を提出する。 
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議案第１１１号 

 

工事請負契約について  

（天妃小学校校舎及びプール改築工事（建築）） 

 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

  

令和３年９月１日提出 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

１ 契約の目的   天妃小学校校舎及びプール改築工事（建築） 
 

２ 契約の方法   制限付一般競争入札 

 

３ 契約金額    1,693,490,700 円 

 

４ 契約の相手方  南成建設・米元建設工業・玉新建設共同企業体 

代表者   沖縄県那覇市壺川２-13-41 上原ビル 103 号 

       株式会社 南成建設 

       代表取締役 屋宜 宣光 

構成員   沖縄県那覇市古波蔵３丁目７番 25 号 

       米元建設工業 株式会社 

       代表取締役 米元 文啓 

構成員   沖縄県那覇市壺川二丁目 13 番 15 号 

       株式会社 玉新建設 

       代表取締役 松田 和明 

（提案理由） 

天妃小学校校舎及びプール改築工事（建築）を施工するため、この案を提出

する。 

- 46 -



- 47 -



議案第１１２号 

 

工事請負契約について（与儀小学校校舎等改築工事（建築）） 

 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

  

令和３年９月１日提出 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

１ 契約の目的   与儀小学校校舎等改築工事（建築） 
 

２ 契約の方法   制限付一般競争入札 

 

３ 契約金額    1,116,745,300 円 

 

４ 契約の相手方  金秀建設・平川建設・沖縄ピーシー共同企業体 
 

代表者   沖縄県那覇市旭町 112 番地１  

       金秀建設株式会社 

       代表取締役 上地 千登勢 
 

構成員   沖縄県那覇市具志１丁目 12 番３号 

       株式会社 平川建設 

       代表取締役 平川 哲也 
 

構成員   沖縄県那覇市旭町 112 番地１ 

       沖縄ピーシー株式会社 

       代表取締役 眞榮平 孝 

 

（提案理由） 

与儀小学校校舎等改築工事（建築）を施工するため、この案を提出する。 
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議案第１１３号 

 

工事請負契約について 

（識名小学校校舎等改築工事（建築）） 

 

次のとおり工事請負契約を締結する。 

  

令和３年９月１日提出 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

１ 契約の目的   識名小学校校舎等改築工事（建築） 
 

２ 契約の方法   制限付一般競争入札 

 

３ 契約金額    1,354,100,000 円 

 

４ 契約の相手方  高橋土建・辰雄建設・ホーム２１共同企業体 

 

代表者  沖縄県那覇市前島３丁目 13 番 11 号 

       株式会社 高橋土建 

       代表取締役 玉城 俊夫 

構成員  沖縄県那覇市宮城１丁目 16 番 19 １階 

       有限会社 辰雄建設 

       代表取締役 安里 繭子 

構成員  沖縄県那覇市字真地 210 番地１ 

       株式会社 ホーム２１ 

       代表取締役 玉城 和広 

 

（提案理由） 

識名小学校校舎等改築工事（建築）を施工するため、この案を提出する。 
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諮問第１号 

 

 

 

人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

 

 

 別紙の者を人権擁護委員候補者として推薦したいので、議会の意見を求める。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

（諮問理由） 

 別紙の者は、人権擁護委員候補者として適任と思料されるので、諮問する。 
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別 紙 

 

 
１  

  上原
うえはら

 廣
ひろ

保
やす

                      〈再推薦〉 
  
２  

  岸本
きしもと

 孝一
こういち

                    〈再推薦〉 
 
３  

永山
ながやま

 カヨ子
  こ

                   〈再推薦〉 
 
４  

 下門
しもじょう

 美
み

惠子
え こ

                   〈再推薦〉 
 
５  

池間
い け ま

 龍
りゅう

                      〈再推薦〉 
 
６  

  田本
た も と

 由美子
ゆ み こ

                   〈再推薦〉  

 

７  

  山元
やまもと

 明美
あ き み

                  〈新たな推薦〉  
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 報告第３８号 

 

 

 

専決処分の報告について 

（那覇市個人情報保護条例の一部を改正する条例制定） 

 

 

 

 地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

 

 

- 54 -



 

 

専  決  処  分  書 

 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき平成12年３月24日議会の議決によ

り指定された、法令の改廃に伴い当然必要な、当該法令の条項を引用する規定

及び当該法令の施行に必要な条例において当該法令と同一の用語を使用する規

定の整備を内容とする条例の改正について、次のとおり専決処分する。 

 

 

令和３年８月17日 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

件名 那覇市個人情報保護条例の一部を改正する条例 
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   那覇市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

那覇市個人情報保護条例(平成3年那覇市条例第21号)の一部を次のように改正する。 

 

改正前 改正後 

(特定個人情報の提供の制限) (特定個人情報の提供の制限) 

第9条の3 [略]  第9条の3 [略]  

2 実施機関は、保有特定個人情報を提供す

るとき(番号法第19条第14号に該当する

場合のうち本人の同意を得ることが困難

であるときに限る。)は、規則で定める場

合を除き、あらかじめその旨を本人に通

知しなければならない。 

2 実施機関は、保有特定個人情報を提供す

るとき(番号法第19条第15号に該当する

場合のうち本人の同意を得ることが困難

であるときに限る。)は、規則で定める場

合を除き、あらかじめその旨を本人に通

知しなければならない。 

3 実施機関は、番号法第19条第12号から第

15号までに該当する場合(同条第15号に

該当する場合にあっては、規則で定める

場合を除く。)において、保有特定個人情

報を提供するときは、速やかに市長に届

け出なければならない。 

3 実施機関は、番号法第19条第13号から第

16号までに該当する場合(同条第16号に

該当する場合にあっては、規則で定める

場合を除く。)において、保有特定個人情

報を提供するときは、速やかに市長に届

け出なければならない。 

4 [略]  4 [略]  

(特定個人情報の提供) (特定個人情報の提供) 

第9条の4 番号法第19条第10号の規定によ

り条例で定める特定個人情報を提供する

ことができる場合は、別表第3の第2欄に

掲げる機関が、同表の第4欄に掲げる機関

に対し、同表の第3欄に掲げる事務を処理

するために必要な同表の第5欄に掲げる

特定個人情報の提供を求めた場合におい

て、同表の第4欄に掲げる機関が当該特定

個人情報を提供するときとする。 

第9条の4 番号法第19条第11号の規定によ

り条例で定める特定個人情報を提供する

ことができる場合は、別表第3の第2欄に

掲げる機関が、同表の第4欄に掲げる機関

に対し、同表の第3欄に掲げる事務を処理

するために必要な同表の第5欄に掲げる

特定個人情報の提供を求めた場合におい

て、同表の第4欄に掲げる機関が当該特定

個人情報を提供するときとする。 

2 [略]  2 [略]  

(決定後の手続) (決定後の手続) 

第19条 [略] 第19条 [略] 

2～3 [略]  2～3 [略] 

4 実施機関は、前項の措置をとった場合

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定めるものに対し、遅滞なく、そ

の旨を書面により通知するものとする。

ただし、実施機関が必要がないと認める

4 [略]  
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場合は、この限りでない。 

(1) [略]  (1) [略]  

(2) 情報提供等記録の訂正 総務大臣

及び番号法第19条第7号の情報照会者

若しくは情報提供者又は同条第8号の

条例事務関係情報照会者若しくは条例

事務関係情報提供者(当該訂正に係る

番号法第23条第1項及び第2項(これら

の規定を番号法第26条において準用す

る場合を含む。)に規定する記録に記録

された者であって、当該実施機関の長

以外のものに限る。) 

(2) 情報提供等記録の訂正 内閣総理

大臣及び番号法第19条第8号の情報照

会者若しくは情報提供者又は同条第9

号の条例事務関係情報照会者若しくは

条例事務関係情報提供者(当該訂正に

係る番号法第23条第1項及び第2項(こ

れらの規定を番号法第26条において準

用する場合を含む。)に規定する記録に

記録された者であって、当該実施機関

の長以外のものに限る。) 

備考 改正前の欄中下線が引かれた部分(以下「改正部分」という。)に対応する改正後

の欄中下線が引かれた部分(以下「改正後部分」という。)がある場合には、当該改正

部分を当該改正後部分に改める。 

 

付 則 

この条例は、令和3年9月1日から施行する。 
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報告第３９号 

 

 

 

専決処分の報告について（工事請負金額の変更） 

 

 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 
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専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第 180 条第１項の規定に基づき、平成 12 年３月 24 日議会の議決

により指定された請負金額の 100 分の５以内でその金額が 1,000 万円を超えな

い範囲の工事請負金額の変更について、次のとおり専決処分する。 

 

令和３年 ８月 １６日 

 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

１ 議決事件名  工事請負契約について（第一牧志公設市場建設工事（建築））

（令和 2年 6月 26 日同意） 

 

工 事 名  第一牧志公設市場建設工事（建築） 

 

契約の相手方 

 

受注者 國場組・大米建設共同企業体 

 

 所在地 那覇市久茂地三丁目 21 番 1 号 

     代表者 商 号 株式会社 國場組 

         代表者 代表取締役 玉城 徹也 

 

 所在地 那覇市高良３丁目１番地１ 

     構成員 商 号 株式会社 大米建設 

         代表者 代表取締役社長 仲本 靖彦 

 

２ 変更する事項 契約金額 

既 決 金 額 2,646,537,300 円 

変更する金額 2,655,283,400 円 
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報告第４０号        

 

 

 

専決処分の報告について 

（市道銘苅 35 号歩道切り下げ部接触事故） 

 

 

 

 地方自治法第 180 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 
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専 決 処 分 書 

 

 

 地方自治法第 180 条第１項の規定に基づき平成 12 年３月 24 日議会の議決に

より指定された、１件 200 万円以下の損害賠償について、次のとおり専決処分

する。 

 

 

 

令和３年８月 17 日 

 

 

 

                     那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１ 事  件  名  市道銘苅 35 号歩道切り下げ部接触事故 

 

２ 賠償の相手方 

及び賠償額 

  相  手  方  那覇市銘苅在住          

  賠  償  額  74,954 円 
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報告第４１号        

 

 

 

専決処分の報告について 

（市道与儀１号街路樹による車両損傷事故） 

 

 

 

 地方自治法第 180 条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 
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専 決 処 分 書 

 

 

 地方自治法第 180 条第１項の規定に基づき平成 12 年３月 24 日議会の議決に

より指定された、１件 200 万円以下の損害賠償について、次のとおり専決処分

する。 

 

 

 

令和３年８月 17 日 

 

 

 

                     那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１ 事  件  名  市道与儀１号街路樹による車両損傷事故 

 

２ 賠償の相手方 

及び賠償額 

  相  手  方  那覇市字識名在住 

  賠  償  額  167,310 円 
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報告第４２号 

 

 

 

専決処分の報告について(工事請負金額の変更) 

 

 

 

地方自治法第180条第１項の規定に基づき、別紙のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法第 180 条第１項の規定に基づき、平成 12 年３月 24 日議会の議決

により指定された契約金額の 100 分の５以内でその額が 1,000 万円を超えない

範囲の契約金額の変更について、次のとおり専決処分する。 

 

令和３年８月 16 日 

那覇市長 城 間 幹 子 

 

 

１  議 決 事 件 名   工事請負契約について（開南小学校屋内運動場及びプー

ル改築工事（建築））（令和２年 12 月 22 日同意） 

 

工   事   名   開南小学校屋内運動場及びプール改築工事（建築） 

 

契約の相手方  

請負者 沖縄県那覇市字田原 193 番地 

          株式会社 善太郎組 

          代表取締役 翁長 恵子 

 

２  変更する事項  契約金額 

 既 決 金 額  731,930,100 円 

 変更する金額   741,779,500 円 
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報告第  号報告第４３号 

 

 

 

令和２年度決算に基づく資金不足比率の報告について 

 

 

 

令和２年度決算に基づき算定した資金不足比率について、地方公共団体の財

政の健全化に関する法律第 22 条第１項の規定に基づき別紙のとおり報告する。 

 

 

 

令和３年９月１日提出 

 

 

 

那覇市長 城 間 幹 子 
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（単位 ： ％）

資金不足比率 経営健全化基準

那覇市水道事業会計 ―

那覇市下水道事業会計 ―

備考

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第22条
第2項の規定に基づく資金不足比率

資金不足比率

20.0

　各会計の資金不足比率の欄において、「―」が表記されている場合は、資金の不足額が発生
していないことを表す。

会計区分

（令和２年度決算に基づく資金不足比率）
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令和２年度決算に基づく資金不足比率審査意見書 

 

 

１ 準拠基準 

那覇市監査委員監査基準（令和２年那覇市監査委員告示第１号） 

 

２ 審査の種類 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第１項の規定による資金不足

比率審査 

 

３ 審査の対象 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に定める資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類 

 

４ 審査の着眼点 

資金不足額又は資金剰余額は適正に算定されているか。 

 

５ 審査の主な実施内容 

市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類が適正に算定されているかを検証するため、決算諸表その他の帳簿及び証拠書

類との照合等を行うとともに、関係部局から説明を聴取するなどの方法により審

査を実施した。 

 

６ 審査の期間、日程及び実施場所 

(1)  期 間 令和３年６月７日から同年７月 26 日まで 

 (2) 日 程 令和３年６月 18 日 事務局職員による予備審査 

令和３年７月 ７日 監査委員審査 

(3) 場 所 那覇市上下水道局 

 

７ 審査の結果 

 (1) 総合意見 

審査に付された次の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、法令に適合し、かつ、正確であるものと認められる。 

 

会 計 区 分 資金不足比率 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 ― 
20.0％ 

下 水 道 事 業 会 計 ― 

（注） 

１ 資金不足が生じていない場合は、資金不足比率を「―」で表示する。 

２ 経営健全化基準の数値は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律等で

定められた数値である。 
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(2) 個別意見 

資金不足比率について 

いずれの公営企業会計も資金不足は生じていない。 

 

資金不足比率の状況 

 （単位：千円） 

会計区分 資 金 剰 余 額 事 業 の 規 模 資 金 不 足 比 率 

水 道 事 業 会 計 11,794,098 6,057,299 ― 

下 水 道 事 業 会 計 4,520,313 3,615,566 ― 

ア 水道事業について 

資金剰余額は、前年度に比べ約５億 6,701 万９千円減少している。 

イ 下水道事業について 

資金剰余額は、前年度に比べ約１億 7,253 万５千円増加している。 

 

(3) 是正改善を要する事項 

特に指摘すべき事項はない。 
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